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マーケッティングの今日的課題
宇　野　政　雄
　「マーケッティングの今日的課題」ということで，お話をするわけですげれ
ども，マーケッティングというと販売とか，流通というような意味に考えられ
るわげですが，その販売の面と流通の面におけるこれからの問題といいましょ
うカ㍉そういうことについて少しお話をしてみたいと思います。
　まず，販売に関しましての間題でありますが，従来の考え方に少しくつけ加
えて考えなげればいけないことが出てきたということを申し上げたいわけです。
その点につきまLては，もう私が数年前から申し上げてきたことでありますげ
れども，コンシューマリズムというものが登場してまいりまして，これが販売
に対する考え方を変えてきたということを申し上げたいわげです。
　コンシューマリズムといいますと，日本では普通，消費老運動と訳すわけで
す。ですが消費者運動というのは，横文字で申しますとコソシューマ・ムーブ
メソトというわけでありまして，もしコンシューマ・ムーブメソトを訳せば，
字のとおり消費者運動なわげであります。
　コンシューマリズムというのが，同じく消費者運動ならば，何もこと新しく
コソシューマリズム・ムーブメントとか，コソシューマリズムということばを
取り上げる必要はないわけでございます。その意味で私の受ける印象ではコン
シューマリズムというのはあとで理由を申し上げますが，生活老運動というも
のを提起したということを申し上げるわげです。
　では，生活著という概念と，消費者という概念と，どういう違いがあるかと
いうことですが，生活者というのは字のとおり，生まれた以上生きていきたい
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とするもの，こうなるわけです。
　われわれは生まれた以上生きていきたいとするものですが，そのための手段
として，必要な物資を購買し，使用しているわけです。そういうものを購買し，
使用する立場を，通常消費老といっているわけです（図1）。
　そういう，ものを購買し，使用する立場から企業や政府に注文をつけますの
が，通常消費者運動と考えられるわげであります。それに対して，生活者とい
う立場から企業や政府に注文をつげるきっかげをつくったのが，コソシューマ
リズムではないかということを申し上げるわげです。このことはいろいろなと
ころで申し上げておりますので，ご存じの方も多いと思いますし，あまりこま
かいことをやっておりますと，あとのほうの説明を申し上げる時閻にまずいか
と思いますので，簡単に言います。
　たとえば，物の値段が上がって困る，もっと安くしてほしい，こういうよう
な考え方は購買者の利益を守ろうとして企業や政府へ注文をつげるわけであり
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ますから，これは消費者運動だといってよいと思うんです。それに対して，従
来どういう方々が反応を示してきたかというと，大体中産階層のインテリのわ
けです。大金持ちは，少し値段が上がったということは，たいしたことではな
いわげです。また，非常に貧困者から見ますと，これもたいしたことはないと
いうよりも，むしろ深刻に考えるわげでありまして，これはたいへんだ，それ
ではその値上がり分を，何とか自分は，かせがなきゃならない。値下げ運動で
いろいろ騒ぐよりも，まずかせいで間題を解決しなければならない。つまり，
収入を得ることのほうを先に考えるわけです。
　こういう意味において消費者運動というものに関心を持つのは，いまのよう
な金持ちと貧困著ではなくて，中産階層のイソテリであります。ですから，非
常に限られた人たちであるということです。
　それに対しまして，この車に乗っていると欠陥車だから命を落とすかもしれ
ない，こういったようたことになってまいりますと，これは安いか高いかとい
う経済上の間題ではなくて，命にかかわるわけでありますから，そういう意味
では，この世に生まれた以上生きていきたいとする生活者という立場からの注
文であります。
　この間題を提起いたしましたのがご存じのように，数年前にアメリカのネー
ダーという青年弁護±が打ち出したわげでありまして，これがコソシューマリ
ズムの起こりだといっていいようです。つまり，どこの会杜の車のほうが割り
安であるとか，割り高であるとかいう図1の①の問題ではなくて生きるか死ぬ
かという立場から企業に対して注文をつげ乱これはあってはならな1、・ことで
ございます。こういうことに対する注文をつけたのが，コンシューマリズムの
起こりだと私は申し上げるわげです。
　これは，いま申し上げましたような消費者運動と違って，きわめて幅広い入
の支持を受けるわげです。賓困な方でも，お金持ちに車へ乗せてもらってひっ
くり返れば命を落とすかもしれない。また，中産階層も金持ちでもその車が欠
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陥車であれば，同じことで生命にかかわるわけでござい童す，そういう意味で，
このような生活着という立場から，企業に対して，こういうものがあってはな
らないと告発をする。実はアメリカで，ゼネラル・モーターという会杜がその
告発を受けまして，裁判で負げたわけです。それは，その証拠になりますこと
を杜内から通報する老がいたわけで，「確かにそういういいかげんなものを出
していたということを，私が証明し童しょう」というのが出てきたわげであり
ますから，ネーダーが勝ったわげです。
　こういうことで，一躍ネーダーというのはアメリカでミ民衆の王様ミともい
われるようたものになったわけでありますが，それが矢つぎばやに，たとえば
P　C　B入りの牛乳がどうだとか，BHC入りの食品がどうだとカ㍉残留農薬の
食品がどうだとか，工場排水から出てくる有毒なものが，付近の環境を害する
とカ㍉工場の煙が空気を汚染するとか，こういったような問題を投げかけたわ
けであります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　。
　これらはいずれも，生きていくという生活老という立場から企業に対する注
文であり、告発である。ですから，こういうような点を考えてまいりますと，
従来のような消費者運動よりは，より幅広い人の支持を受げると同時に，多く
の方々がより深刻に考えるということです。
　つまり，われわれは，生まれた以上生きていきたいとするものですが，その
ための手段として，従来は必要な物資を購買し，使用する消費者になっている
のであって，その逆ではたかったわげです。つまり，物を購買し，使用する消
費者たらんがために生きていたのではたい。つまり，生活者であるということ
か目的であって，消費老であるということは手段なわけです。
　従来は，その手段を問題にしたのが消費着運動であったわけですが，むしろ，
より深刻に目的を考えていく，生きていくということに対して真剣に考える。
そういうような形で企業に食いものにされて，おかしくなっていくのはいやだ，
しかもそれは，犬企業がやるのではないか。ゼネラル・モーターのような世界
　η2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　281
一大きな会杜までが，人の命を落とすことまでしてもうけようとしているでは
ないか。こういうような形で不信感というものができてきた。そのことがまた
図1の①へ戻るわげであります。
　つまり，従来それほど燃え上がっておりませんでした，一部の中産階層の運
動として考えられた消費老運動というものが，ぐっと燃え上がる。そして，図
1の①と②の両方から企業に対するいろいろな注文なり，告発というものが出
てきている。これが，コンシューマリズムというものが，従来の消費者運動と
違って起こしてきたものであるといえるわけです。
　このようなものに対して，アメリカの様子がそのまま日本に伝達されまして，
日本でも一とき，自動率ユーザー・ユニオ：■というようなところが同じような
ことを取り上げた。日本の自動車につきまして，欠陥自動車があるということ
を指摘す飢それが事実だということもわかりまして，運輸省がその手直しを
要求するといったようなことが出てきました。
　また，先ほどアメリカの例で申し上げました，一連の命にかかわるような間
題についても，みな全部出てきたわけであります。BH　C入りだとか，残留農
薬の云々とか，工場排水間題とか，大気汚染の問題というものも全部出てきた
ことは，いまわれわれが，マスコミでよく知らされていることであります。
　こういうような形で出てまいりまして，それがまた，アメリカと同様に消費
者運動をもく｛っと刺激させる。その一例が，3年前になりましょうか，カラー
テレビの不買運動というのが起こったことがあります。
　「カラーテレビの値段が不明朗である，もっと値段が安く杜ってしかるべき
である。価格の構成内容というものを明確にしろ，その内容が納得のいくよう
な説明をしてもらえなげれば，われわれは買わない」というよう放ことで，消
費老8団体とやらが結合いたしまして企業に注文をつげた。「この問題は営業
の秘密であるから言えない」「それならばわれわれは買わない」というような
ことで企業に非常に大きな影響を与えたことがございます。
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　それから問もなく「再販売価格維持制度一そういうものをしているから値
段が下がらないんだ，だから再販制を徹廃しろ，そうしなければわれわれは，
あなた方のつくっている化粧品は買わない」こういうようたことを言い出しま
して徹廃運動を行ないましたのもこれもやはり，ここでいう消費者運動だと思
います。値段が高いから安くしろというのでありますから，これは明らかに消
費者運動といっていいと思うんです。カラーテレビを買わないから命にかかわ
るとカ㍉または，化粧品を使わないから命にかかわるということではないわけ
であり童して高いか安いかの経済問題であります。
　そういうような点から考えてまいりますと，日本の場合におきましても，コ
1■シューマリズムというものがてこになりまして，そこに消費老というものが
生活者意識というものを持ってきた，そこで安全性の要求というものを非常に
強く打ち出してきている。と同時にいままでより以上に，経済性というものに
対しても目ざめてきている。こういうような状況が出てきたということがいえ
ると思うのです。
　問題は，このような動きに対しまして，当然企業や政府というものが対応し
ていかなければいげないわけでありますが，つまり，図1の③の動きがたされ
なげればならないわげであります。これらの動きを見てみますと，どうも企業
が今日まで，2，3年の間とって童いりました方策を見ますと，一部の会杜を
除きましては，比較的この対応策というものは低調であるということを言わざ
るを得ない気がするわげです。
　一部会杜によりましては，消費老部とか，消費者対策室というようなものを
つくりまして，これに対応しようとするものが出てきたわけですが，まだ大き
な流れから申しますと，それほど強いものにはなっていない。と言いますのは，
先ほど申し上げましたような欠陥車の告発であるとか，残留農薬だとか，BH
C入りの問題であるとか，工場排水とか，大気汚染の問題とか，カラーテレビ
の問題，再販制徹廃運動というような，先ほど来申し上げてまいりましたよう
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な一運の動きは大体新聞で申しますと，全国版の杜会欄でずっと取り上げられ
てきたものであります。それがこの1，2年をとってみますと，杜会欄で大き
く敢り上げられるものはあまり多くなくなってまいりました。ただ，しいて申
しますならば，半年ほど前から出てまいりました狂乱物価，こういう形で経済
間題としては消費著問題を取り上げたことは言うまでもないわけでありますが，
それを除きますと，あまり大きく間題は取り上げられていない。
　このようなことから見まして，どうもこれからの間題として，別に消費者運
動というのは，一時の線香花火的なものである。だからこういうものはそれほ
ど大きくはならないだろうというような，ある程度希望的な観測が企業のほう
にでて，それほどこれに対応しようとする手だてをとっていないと思うのであ
ります。ところが現実はこういった消費者運動とか，生活老運動というものは，
むしろ草の根運動になって，どんどん地方に広がっていっているということを
申し上げたいわけです。
　ですから，新聞で見ますと，全国版の杜会欄には出てこなくなったかもしれ
ませんげれども，むしろ地方版の，神奈川版であるとか静岡版であるとかいう
ところには，消費者運動とか，生活老に関しましての記事というものが，非常
に取り上げられてきているわげであります。
　そういう意味では，従来のような東京にあります主婦達，地婦連とか，消費
科学連合とか，日本消費著連盟といったようなところが取り上げて，いわば上
から下へというような，中央から地方へというような動きに対し，そうではな
くて，地方から中央へという，下から上へという，こういう形の草の根運動と
いうものが展開されてきているということを言いたいわけであります。その意
味では，むしろ日本では、欧米と比較してみますと，これらの運動のほうが従
来の運動よりは私は本物に孜ってきたということを言いたいのです。だから，
むしろ企業はそういうものに対する方策を議じ放げれぱいけないのにもかかわ
らず，必ずしも十分な手だてをとっていないのが実情≡ではないかというように
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思うわけであります。
　たとえぱ，具体的にはどういう形でそういう地方に広がってきているかとい
うことの例で，よく申し上げるのですが，3年ほど前に神戸の消費老協会とい
うところが打ち出しましたミ過剰包装追放運動、というのがございます。また
は，ミノー包装運動ミというのがあります。これらはいずれもたちまち全国の
200ヵ所に燃え広がりまして，神戸から出まして山口，仙台，新潟，長野とい
うような形で広がってまいりまして，それが中央にまいりまして，東京で全体
の問題として取り上げなければならないというところまで，通産省が追い込ま
れるということになったわけです。
　これなどは，まさに従来のような，中央にあります消費者団体が何か取り上
げて，それをマスコミを通Lて，地方の人たちが「そんなことがあるのか」と
いう程度でいくのと違って，むしろ運動としては非常に着実な，じみちではあ
りますけれども盛り上がるものになってきた。その意味では運動としては本物
だということを申し上げるわげでございます。
　たとえば，そのときに神戸の消費者協会で打ち出したものでは，過剰包装と
いうのは，たとえばデパートで売っておりますような晶物でいうと，商品の空
間面積があまりにも大き過ぎる。つまり，まわりの容器と中身を比べてみた場
合空閻があまりにも大き過ぎる。もっとこの面積を狭めることができないのか
ということがあるわけです。
　それから，まわりの包み紙のようなものも，もっと簡素化できたいのか，そ
の分だけコストを安くして，価格低減に寄与してもらえないかという運動です。
これは経済欲求でありますから消費者運動です。
　それからノー包装運動というものも同時に考えられたわけでありますが，こ
れは生活者運動だといっていいと思うんです。それはどういうのかというと，
たとえぱ当時敢り上げられましたのは，ブラスチックの容器のようなものがあ
るわけでありますけれども，こういうものはたいへん便利なものでいろんたも
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のを包みますのによいわげです。スーパーマーケットではたいへんプラスチッ
ク容器が使われているわげであります。ところが，それを持って爆りまして，
自分のうちであと始末をしようといたしましたときに，困ったことに，これを
処分しようとして自然にそのままほっぽらかしましても，これは土に返らない。
普通の包み紙のようなものぱごみとなりましても自然に返るわけであります。
生態学（エコロジー）の理屈から申しますと，ご存じのようによくできている
わけでありまレて，これは土へ返るわけでございます。ところがプラスチック
の容器というのは土へ返らないわけです。つまり，大げさな言い方をいたしま
すと，そのまま地球をおおってしまいます。ところが，これが大げさでないと
いうことが理解されてまいりました。
　それは例のアポロ計画によりまして，人間が地球から飛び出しまして月に到
着した。そのことはたいへん偉大な作業であったわけでありますが，もう1つ
別の新しい考え方をわれわれに教えたわけでありまして，月のほうから地球を
見てみますと，地球というのは非常に小さな字宙船ミ地球号ミというものであ
る。その中でお互い人間が地べたにへばりついて，そしてある一定のところで
生きていかなければならない。だからそれを考えてみると，われわれが息をし
ようとする空気というものは，地球の表面にそうたくさんあるわげでない。事
実，われわれが飛行機で上へ上がってみますならば，上は酸素が十分ないわけ
でありますからr何か事があったときには，酸素マスクが出ますからマスクを
つけろ」ということが飛行機の中で言われるわけであります。
　同じ理屈から見ますと，この狭いところを下をほってみますならぼ，いろい
ろな物資というもの，生きるために必要なものというのはそうない。油のよう
なものは今世紀でおしまいにたるとカ㍉何がどのくらいしかないということが
ローマ・クラブなどで発表されたのは，その辺のところからきたわけでありま
す。
　こういったようなことから考えてみますと，とにかく地球というのは小さい。
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しかもその中で自浄作用をしていかなげればならたい。みずから清めていかな
ければいけない。しかも，それをどんどんプラスチックの容器のようなもので
おおってしまうようなことになりますと，いま申し上げた生活者という立場を
失わさせることになってくる。だからこういうものは，使わないようにすべき
ではないかという考え方が，当時出たわげであります。
　ところが業界の方々は，rこれを買おうとする購買者にとっては便利でないか，
それを使用しようとする消費者にとっては便利でないか」と言います。だが，
それをいまのような生活者という立場に立ってみますと，そういうものがあっ
ては困るわけでございますから，その意味で使わないほうが望ましい。しかし，
どうしても売り手のほうは，「買う人に便利なんだから使うんだ」「それならぱ
われわれは，物を買いに行きましたときに，別の入れものを持ってゆき，中身
だげをもらって，そのまわりの容器は置いていきましょう」。これがノー包装
運動というものの基本的な考え方であります。
　決して，包装が全然要らないということを言っているわげではないのであり
まして，いまのような，あと始末に困るようなものはやめてもらいたい，生き
ていくという立場から見まして，非常にまずいものであるからやめてもらいた
い，こういう考え方が底に流れているといっていいと思うんです。
　いまのような，過剰包装追放とか，ノー包装運動というものが，神戸消費者
協会が打ち出しまして，これが，最初，大阪の百貨店協会を相手にしていろい
ろ注文をつけたわげでありますが，それがなかなからちがあかたい。そのうち
に大阪の百貨店協会は，rそれでは」ということで，東京にあります日本百貨
店協会のほうへ問題を移す・干れで全国的にどんどん広がってきたわげであり
ます。
　とうとうそれが，先ほど言いましたように通産省でも取り上げざるを得なく
なりまして，いろいろな注文をつげました方々の代表，それから中央にありま
す消費者団体とか，百貨店の協会，チェーン・ストアの協会，そういうものを
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つくる製造業者の方の団体，また，メーカーなどに包装材料などを出すところ
の団体の幹部も一堂に集まってもらって，「では適正包装というのは何である
かということをきめましょう」ということで，みんなでコンセソサスの得られ
る方向を考えました。それで具体的に一2年前になりますか，打ち出されま
したのが，日本の現段階において適正包装というのは，空間面積カミ2割をこえ
ないこと，全体の品物を見た場合に，中をあけてみたら，空間面積が2割をこ
えているものであれぼ，これは過剰包装と考える。それから，包装にかける経
費は小売価格の15％をこえないこと，それから，あと始末に困るようなものは
使わないように，こういう3つのことを申し合わせまして，それを通産省では
各通産局を通して業界へ流す鉋また一方においては，消費生活セソターという
ようなものを通しまして，一般消費老のほうへも伝達をする。こういう形で周
知をはかろうとLたわけであります。
　これなんかはまさに運動としては非常にじみなものでございまして，マスコ
ミの杜会欄の全国版で出てくるようなはでなものではないけれども，こういう
動きというものは，非常に着実に動いていったわげでありまして，その後のい
ろいろた事情もございますけれども，このごろはデバートなどでごらんになり
ましても，ミ包み紙たどは簡易包装にいたしておりますのでご協力願います・
というような形で，よく張り紙がしてあるはずであります。このように包装の
簡易化を進めてきたそういうことのきっかけをつくりましたのは決して東京に
あります中央消費者団体ではなくて，地方の団体から出てきているということ
です。こういうようなところに特色があるわけであります。
　同じような形で申しますと，人工たん白というようなものを考え出して，企
業化をしようとしたところがあるわげですが，その人工たん白に対しまして，
それが安全であるかどうか疑間ではないかというような間題を，東京の杉並の
消費老グループが取り出しまして，それをとうとう安全がはっきりするまで企
業化を断念させるべきではないかという声が出たわげでありまして，厚生大臣
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を動かしまして，ついに企業に断念をさせたということがあったわけでありま
す。
　これは，まさに生活者という立場からの企業への注文でありますが，これも
決して申央の大きな団体がやったことではないわげであります。
　こういうように，どうも草の根運動というようなものが，どんどんと広がっ
てきている。この辺に企業というものは，もっと目を向けなければいけないと
、いう気がするわけであります。その辺から申しますと，かなり鋭敏なのは政府
ではたいかという気がいたします。
　昨年の国会で，製品安全法という法律ができました。その製品安全法という
ものを見てみますと，そこには，いまのこの問題でいいますと，生活者の立場
に対しましての保護というものを強く打ち出しましたものが考えられるのであ
ります。そこに流れている考え方を，1つの大きな思想の変革として，私たち
は受け取らなげればいけたいということを言いたいわけです。
　具体的にはどういうことかといいますと，今度，製品安全法というものが発
布されまして，製品安全協会というのができたわけであります。それは，いろ
いろと政府にかわって仕事を代行する特殊法人でございます。これから国やそ
れに準ずる機関がきめる安全基準がどんどんでき上がってくるわけですが，こ
の法人ではその安全基準に墓づいて，でき上がった品物にはマークをつけるわ
けです。マークをつけた品物を買いましたならば安心なわけです。ですが，も
しものことがあったならば，この品物につきましては，その与えた損害の度合
によりますが最高1，000万円までその被害賠償をしてあげるわげであります。
こういうような制度をつくったのです。
　もちろんこれは，内側を見てみますと，そのためにはそれぞれの会社は，あ
らかじめその品物につきまして，保険会杜と保険契約をしておかたけれぱなら
ないoそうして・万一あった場合においては，その保険金をもら㌔そして・
いまの1，000万円は，安全協会のほうが立てかえてくれていたわけであります
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から，そちらへあとで返す。
　安全協会は国が何億円か出しまして，そのほか民問団体が何億門か出しまし
てつくっている特殊法人であります。その基金を一時取りくずして渡すわげで
ありますげれども，それはしばらくすれば戻ってくることになるわげでありま
Lて，こういう形で運用されるわげです。
　このようなものの根底に流れているものはどういうことかといいますと，こ
れは従来の取引に関しましての考え方を180度転換したものなんです。どうい
うことかというと，従来は員い手は賢明である，だからその買い手に自由に選
択し得る権利を与える。ということは，売り手は競争させられるということで
す。その選択し得る権禾聰を与えたから，選択するのについては，買い手は十分
賢明な注意を払うべきである。もしも何か事があった場合には，その買い手が
一切の危険を持つべきである。こういうのが従来の敢引に関する考え方でござ
います。
　いまのは一言で申しますならぼ，従来の法のもとにおきましては，ミ買い手
よ注意せよ，買い手よ危険を持てミという考え方です。それに対しまして，い
まの製品安全法がうたっておりますものはその逆になるわけでありまして，
ミ売り手よ注意せよ，売り手よ危険を持てミという考え方に変わるということ
なんです。
　たとえぼ，こういう例がいえるわけです。若いお母さんが，自分の子供のた
めにおもちゃを買ってやるといたします。そのお母さんは，まだおもちゃとい
うものについて知識はあまりない。いろいろ本を読んで勉強するかもしれませ
んけれども，やはり限度がございます。おもちゃを買って子供に利用させる。
ところが，それを間違って口に入れて息をとめて死んでしまうかもしれない。
赤ちゃんはその意味においては，この場合は使用者でございます。それを買っ
た若いお母さんは購買考です。購買をし使用する，そういう意味での消費者と
Lてのお母さんと消費者としての赤ちゃんという2人は，いずれも決して賢明
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であるとはいえない。
　たとえば，いまのその商品が安全であるかどうかということに関しては，賢
明であるとはいえない。それに対して，「あなた方が十分注意して使えばいい
んだ。注意して買えばよかったんだ」と言って，買い手に責任を持たすべきで
はなくて，むしろそういうものを出させないように売り手が注意すべきだ。ま
た，もL何か事があった場合には，売り手が危険を持つべきである，こういう
考え方に変わってきたわけであります。
　その具体的なあらわれとして，安全協会がいまのような行為をすることにつ
いて，協力機関になって進むべきではないかというのがこの思想でございます。
ですから，こういうことが出てきます根拠というのは，品物の安全という間題
から見ますと，売り手はフ㌧なんだ，買い手はむしろアマなんだ，だからアマ
に注意しろというのではなくて，プロが注意すべきだ。こういう考え方がそこ
に流れるわげであります。
　いま申し上げましたような，製品安全法というのが日本の国会を通遇いたし
ましたのが昨年だと申し上げたわげでありますが，アメリカで同じ安全法が議
会を通過したのも昨年なんであります。従来は，日本でこういう間題が出てき
ますのは，たいてい早くて4，5年，おそいと10年くらいずれて起こるものな
んです。
　法律など1つ直しますのにも，つくりますのにも，大体向こうの様子を見て，
実績を見てからやるのが普通でありますが，事安全に関しましては，いま申し
上げましたように，きわめて鋭敏であります。アメリカで審議しているときに
こちらも審議している。そしてほとんど同時に議会，国会を通過させ，それを
施行する。これらを出しておりますのも，実はコソシューマリズムというもの
の考え方がそこに流れているからであります。
　つまり，単なる購売，使用ではなくて生活をしていくという，生まれた以上
生きていきたいとする，そういう生命の安全というものに対しまして，もっと
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鋭敏でなければなら在い，こういう考え方がその根底に流れて，従来の取引に
おける考え方をも変えてしまったわけです。
　いま申し上げましたことから，アメリカではもうすでにつぎのような間題が
出てきているわけであります。
　ある主婦が，石油の暖房器具を買ったんです。そこには注意書きにミこの器
具には灯油を使ってくださいミと書いてあったというわけです。ところが，そ
の主婦が間違えましてガソリンを入れて火をつけたら燃えてしまった。自分も
けがをし，家も燃えたのです。そこでその主婦が裁判に訴えたそうであります。
ミけしからぬ売り手ミだというわげです。
　目本で考えてみますと，どうもそれは買い手が不注意ではないかという見方
をとる人が多いようです。ところが，アメリカの裁判ではどうなのかといいま
すと，その買い手側が勝ったわけであります。その根拠はどういうことかとい
うと，それは売り手が不注意であったというのでありま寺。なぜかというと，
「注意書きにミ灯油を使ってくださいミとは書いてあったけれども，ミガソリ
ソを使ってはいけないミと書いてなかった」ということであります。
　つまりこれは，法の立て方が変わってきたからなんです。従来は，ミ買い手
はプロであるミというたてまえに立っていたわけです。「買い手はプロである，
賢明である。だから選択し得る権利を与えている。そのかわり選んだ以上はあ
なた方のほうに一切の責任があります」ということだったんです。ところが
r買い手は必ずしも賢明でない。それでは買い手を賢明にするように，消費者
教育たどで政府が応援をいたしましょう」というのがいままでの考え方です。
　それに対して，これからは勉強しなくてもいいと言っているのではないので
す。勉強は大いにしてもらいたい。しかし物によってはおのずから限度がある
というわけであります。
　そういう問題については，むしろ売り手が注意すべきであり，売り手よ危険
を持てという考え方がそこに出てくるわけです。
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　こういうように考えてまいりますと，どうもいまの，アメリカのコソシュー
マリズムという思一想が非常に大きくものごとに対する考え方を変えてきている
ようであります。
　いま申し上げたことからマーケッティソグの問題として，最初に考えられる
襲品計画でProduct　Liabi1ityということを考えなげればいけないというこ
とです。製品責任制というのであります。
　つまり，いまのような注意書きなどについても，よ栂どこまかく，考え在け
ればならない，つまり消費者は賢明じゃなくて無知であるという前提に立って，
およそ考えなきゃいげない。日本でいいますと，大体小学校3年程度の人を頭
に画いて考えなくてはいけないというのであります。その程度だと，全員が
一大学生とか大学卒だなんていうような考え方を持つんではなくて，非常に
低いものであるという前提に立って，そしておよそ考えられてくるであろうい
ろんなことを検討してみなけれぱならない。こういうことが出てきているわけ
でございます。
　ですから，そういうProduct　Liabi1ity　Systemをとりまして，そこで取り
上げてきましたデータというものを必ずとっておくということです。それが5
年，10年のうちに，たとえば，そのときに善意で製品安全間題を処理しておい
ても間題が起こったという場合に，そのときにちゃんとこれだけのことをして
いたということの証拠があるのと，それがない裁判などの場合に。ちがってまい
ります。rわれわれはそんなことをしなかった」と言っても，もう何年も何十
年も昔のことを間いただされてみても，証拠がなくては不利になるからです。
証明ができないからです。そういうようなものを，やはり確立しておかなきゃ
ならない。こういう点が，マーケッティングの1つの大きな課題として出てき
ているということがいえるようです。
　いま私の申し上げたいことは，従来販売間題としてのマーケヅティソグとい
うのは，購買をしていただくその方に，たとえぽ経済的に非常に安価で，Lか
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もいいものを提供してあげた，喜ばれるものであればよろしい，こういう考え
方があったわけであります。ところがこれからはいまのような安全というよう
なものをも含めた生活者という立場からの企業への注文に答えなければならな
い。こういったようなことまでもつけ加え底ければ，ほんとうに満足したマー
ケッティソグにはならないということが出てきているということです。
　つまり，従来は，購買者なり消費者に喜ばれるものをつくって，それで大い
にもうけていけばよろしいということを考えてきたわけでありますが，単に・
そういう購買者に喜ばれるものであるというだげではなくて，もっと生きてい
く生活老に対して，間違いのないものを提傑してあげる，こういうようなとこ
ろも考えなければいけないということをコソシューマリズムは教えているとい
うことです。
　しかし問題は，今日そういう点においてはもっときびしい要求が企業に対し
ては突きつけられてくることになるわけでありまして，実はいま日本でも研究
しているところでありますげれども，アメリカなどで，消費者救済制度という
ものがだんだんかたまってきているわげでありまして，同じようなことが考え
られているわげであります。
　それはどういうことかというと，アメリカでこういう話があるわけです。あ
る1市民が端株の売買（小さ恋株の売買）におきまして，その手数料が仮に3
割証券会杜に取られたとします。ところが「それは高過ぎる，1割が至当では
たいか」こういうことで注文をつけまして・裁判所へ訴えたとします。これは，
訴えたことは事実でありますが，数字は仮定の話であります。
　たとえば，その場合に，3割の手数料を取られたものが1割でいいというこ
とになると2割戻ってくるという程度です。本来端株ですから，何千円戻るか
知りませんげれども，わずか杜金額であります。ところが，この間題を解決い
たしますために弁護士にお願いするわげです。そうすると，弁護士に支払う料
金というのはたいへんなものでありますから普通この程度の間題では，不満が
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ありましても消費者は文句を言わないわけです。こういうことは，われわれ日
常商品を買います場合にずいぶん経験しているはずです。
　ところが，このような問題に対して，アメリカの場合において，その弁護士
が引き受けたときに，こういう条件をつけることができるようになっておりま
す。「あなたがもしこの勝負に負けたときには，私はかけた費用弁護料は一切
いただかなくてよろしい。そのかわり勝ったあかつきにおきましては，仮に2
割の手数料が戻るわけでありますから，その半分を私のほうがもらおうじゃな
いか」こういう約束をするとします。
　そのほかに，今度はそのことがわかりまして，多くの方々が，何万か何十万
か知りませんけれども，その請求が当然出てくるわげです。その場合に，その
弁護士のところへと，いまの半額分がみな報酬として送られてくるわげです。
こういう約束ができるようになっているわけであります。
　そうなりますと，一回の裁判で勝つと弁護士には巨額の収入が入ることにな
ります。これならやる気が起こります。
　いま，目本ではそういう制度になっていたいものでありますから，消費老の
ために弁護をするような人は，篤志家です。身銭を切ってやっている人です。
ところが，アメリカはそれでペイするわけです。
　こういう制度をC1ass　Actionといいます。日本で集団訴訟制といっており
ますが，何もそんなにたくさんの人が一緒に集まって要求しなくてもいいわげ
です。1人がかわってやればよいのです。それで弁護士が，自分でやってだい
じょうぶだなと思えば，同じような人が何十万もいるわげでありますから手数
料がごっそり入るわげであります。うまくいけば巨額の富が得られるわけであ
りますので，こういうような形のことで問題を解決しようとするものがあるわ
けです。
　このような制度を日本でもこれから取り入れようではないかという考え方が，
いま出てきているわけであります。すでに5月13日の毎日新聞を見ますと，神
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戸市では，消費老保護条例というものを，いま議会で検討してもらっていると
いうことがニュースで出ておりました。それによりますと，いま申し上げたよ
うな考え方で，とりあえずは，消費者が何か文句があって，提訴したいという
ような場合におきましてば，弁護料については市のほうが，1件当たり1，000
万円でしたか，総額で1，000万円だったか知りませんげれども，弁護に対する
費用を肩がわりしてあげよう，こういうような形でやっていくのが出ているよ
うです。
　こういうように，だんだんと，生活者なり消費老というものを守っていこう
とする政府や地方公共団体の動きのほうが活発になっていくということです。
先ほど申し上げましたように，企業が台風の目と同様に，少し首をすくめてい
ればどこかへ行ってしまうだろうと考えているのは，認識不足ではないかとい
うのが私の申し上げたいところでありまして，だんだんと，企業のほうがこう
いうものに対する手だてをしていかないで，従来どおり姿勢を改めておりませ
んと，ますます国や公共団体などからワクをはめられていく，こういう点を憂
えるものの1人であるということを私は申し上げるわけであります。
　販売というようたものにつきましても，ただ従来のようた，売らんかなはい
げません。しかし，喜ばれるものをつくればよろしいといっていた，それも，
ただ単に買う人にとって，購員し使用する人にとってよろしいというだげでな
くて，いまのような生活者によろしいものでなげればならない。こういうよう
なことが問題として考えられてくるということであります。
　まだたくさんありますげれども，販売に関連する問題としては，以上のこと
でおわりといたします。
　それから，つぎにマーケッティソグを流通という側面から見てまいりますと，
やはり最近の問題といたしましては，この3月1日から施行されました，大規
模小売店舗法というものが，考えられるわけです。
　これに関しましても，私は成立に協力した1人なものでありますから，その
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間の感想を申し上げてみたいわげです。
　ご存じのように，百貨店法というのは昭和31年に制定されたわけでありまし
て，この49年の3月になくなったわけでございますので18～19年の運命で発展
的に解消してしまったわけであります。
　百貨店法が制定されましたときは，日本の小さな小売店を救済するために，
一握りの大きな店を押えよう。こういう形で小さいものを助けるんだというの
が，日本における流通政策の主なる課題であったわげです。
　百貨店というものはご存じのように，十大都市においては3，000平方メート
ル以上の店，また地方都市では1，500平方メートル以上の店を百貨店と規定し
ているわけであります。そういう建物を持っております百貨店におきましては，
営業時間というものは10時から6時までしかできない。あとはやってはいけな
い。その場合，一般消費老は小さいところで員ってくださいということです。
それから十大都市においては，そういうお店は月に4日休まなげればいけない，
地方都市では2日休またければいげない，つまりその間に商売をしてはいけな
い。普通の店はよろしい。そのことで，中小商業者に潤いを与えてくれという
のが，この百貨店法制定の理由であります。
　つまり，中小商業者を保護するために競争を制限して，そして一握りのもの
を押えるということがこの基本の考え方でありました。ところが，どうもその
ことによって，小さいもののほうは，何か事があれば大きなものを押えればよ
ろしい，それでゆっくりとした経営をやろう，こういう考え方があったのであ
りましょうか，どうも前向きに努力する傾向というものがわりあいに見られな
い。ところが大きなもののほうは，ある程度押えられましたけれども，その押
えられた中で一生懸命努力したとみえまして，かなり効率をあげてきまして，
朝の10時から夜の6時までしかやれなくても，げっこう効率がいいわけです。
　それを，昭和37～38年のときをとってみますと，ちょうど物価が上がり始め
たころでございますが，日本におきましては，従業員1人ないし2人の小さな
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店の，1人当たりの従業員の販売高を1．0といたしますと，従業員100人以上
の大店，つまりデパートなどが含まれておりますが，そこでは4倍の効率のよ
さを示しているわけです。イギリス，アメリカ，ドイツでは同じく1．Oで，両
方とも同じであります。
　日本の場合は，小さいところと大きいところとの規模格差があまりにもあり
遇ぎるわげであります。そういった点から問題になってまいりまして，日本で
は効率のいいものを押えて効率の悪いものをのんびりさせている。それでは流
通コストはどんどん大きくなるだけで物価が上がることの一困になる。物価を
引き下げたいということであるならば，いまのようなことで，効率のいい大き
いものを押えるというよりは，むしろ小さいものに効率よくなってもらう以外
にはない。というのは，効率がよいものだから，大きいものをそのままどんど
んと活躍をさせるということはいいわけでありますげれども，それでは小さい
ものはつぶれてしまう。それでは間題が解決できない。
　そうかといって，小さいものを救済するために大きなものを押えたのでは，
消費老には不利益である。消費者の利益ということが間題になりましたのは，
30年代後半から特に出てきたわけでありますから，そういう消費老利益を考え
てまいりますと同時に，申小企業の利益を考えると，この遣は1つしかない。
　消費者によくて，中小企業によいということになりますと，競争力を持った
中小企業を育成する以外にはない，その頃スーパーマーケヅトというものが30
年代の後半からどんどんと伸びてまいりまして，スーパー規制法をつくれとい
う動きが出てきたのですがそれに対しまして，これを押えるかどうかというこ
とが間題になったわげであります。
　いま申し上げたような点からいいますと，スーバーはある程度安く売ってい
る。消費者にとっては安いほうがよろしいわけでございます。だから，スーパ
ーを押えるわげにはいか改い。それならぼ，スーパーを規制するのをやめよう。
そのかわり，そのままにしておきますと，小さいところが倒れてしまうわげで
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ありますから，たとえば小さいところは，スーバーがその商店街へ出てくると
するならば，その同じところのまん前に，付近の小さいものがお互いに寄り集
まって，同じような寄り合いスーパーをつくったらどうか，それに必要な資金
や指導上の援助はしよう，これが協業化政策です。
　それから，1ヵ所に集まるのではなくて，場合によったら離れてもけっこう
だから何百軒かのものが集まって，ボラソタリーチェーンをつくることをすす
める。そして互いに協同で安く仕入れたらよい。それをお互いに分げ合えば対
抗できるはずだ。こういうような形から，1ヵ所へ集まるか集童らないかは別
といたしまして，このような協業化政策というのが打ち出されてきたわけであ
ります。
　こういったような形で対抗してもらいたい，こういう量的な競争力について
は，政府がいろいろ指導もしてあげる。それから，協業化の問題につき童して
は資金も出してあげよう，こういったような形で進めてきたわけでございます。
　以上のようにスーパーは規制しないという方法が昭和39年にとられました，
ところが昭和31年に百貨店は法律で押えられたわげであります。
　そしてスーパーというものぽその後急成長をしていったわげであります。も
ちろん経営努力が主でありますげれども，このような政府の政策転換というも
のもその1つの理由であります。
　その後，スーパーというのは勢いに乗りまして，どんどんと大きくなったわ
けであります。
　地方を見てみますと，百貨店，地方デパートの隣にスーバーが店を出すわげ
であります。スーパーのほうが建物が大きいのがどんどん出てきたわげです。
見てみますと，確かに店舗は3，000平方メートルをこえる，3万平方メートル
とか・2万平方メートルの店ができてきている。ところが，調べてみますと，
1階から10階までありまして，1番下の面積を見ますと，3，O00平方メートル
以上は百貨店法にひっかかるわげでありますから，2，999平方メートル，それ
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で10階建てであります。1階はその会杜の名前になっております。2階は子会
杜の名前になっております。3階は孫会杜の名前になっております。4階はひ
孫会杜の名前になっております。そういうようなぐあいにしてやっておりまし
て，「みな別の食品でやっているんだ，それの証拠には，働いている人の上っ
張りを見てくれ，みな違うではないか」と言うんです。外から見ると，だれが
見ても大スーパーだと思うわげです。一応たてまえはそうなっているわけです。
　こういう形でrだからわれわれは百貨店法には従わない。年中無休である。
朝から晩まで商売する。消費考の味方である。」こういう形をとったわげです。
ですからますます伸びる。そこで百貨店側からたいへん苦情が出てきたわけで
す。
　「こんなにしてわれわれだげが押えられてスーバーが押えられないというの
は片手落ちである。それなら百貨店法を撤廃してもらいたい。でなければ，同
一土俵で勝負をさせてもらいたい。」こういう考え方が出てきた。
　それからもう1つの間題といたしましてはつぎのような考え方でございます。
小さいもののほうから見ますならば，当然スーパーが自由にどんどんやれるの
は困る。百貨店と同じように押えてもらいたいという考え方が当然あるわけで
す。なかなか前向きに進まない例が多いものでありますから，そんたことが問
題になりました，と同時に，実は日本の流通部門は弱過ぎるということから，
いままでの日本では，外資を童だ積極的には入れないようにLております。外
国資本がなるべく入れないようにしてあるわけです。
　ところが，これをどんどんと入れざるを得ない状況に、きているわげでありま
すが，外資がいま申し上げたスーパーのやり方をもって入る可能性がでてきま
した。そんなことになってまいりますと，まずい。こういうよう液ことから改
めたわけであります。もっとも従来の百貨店法では，消費老利益というものが
入れてなかったわけでありますが，今度の大規模店舗法におきましては，まず
消費者の利益を勘案するということを入れたわけであります。
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　具体的には，それはどういうことかといいますと，従来は百貨店法の規制対
象になりました大きな店というものは，いろいろなことをやります場合に，一
々政府に許可を受けるわけです。許可というのはご存じのように一応原貝聰とし
て許さないということなんです。それでいろいろ特別の事情を参酌して，rこ
の地域であなたが3万平方メートルの店を出したいと言うげれど，いろいろ地
元の人との話し合いによると，1万5，O00平方メートルならよい」という要求
をするとか，非常に規制があるわけです。原則として許さないということで，
特別の事情があったら許すということです。こういうのが許可制の考え方であ
ったわけです。
　それに対しまして，今度の大規模店舗法では，建物は3，O00平方メートルと
か1，500平方メートルというのは変わらないわけですけれども，その範囲の建
物ができた場合においては，その建物の中で営業をやりますものは，必ず届け
出をしなげれぱいけないということにしたわけです。そうなると，スーパーを
やる人もデパートをやる人も，全部届け出るというわげです。そして，ある一
定の期間公示をしまして，その付近から反対がない場合においては，そのまま
商売をしていってよろしいということです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘
　つまり，届げ出ということは，原則としてよろしいということです。許可制
というのぱ原則としていげないということですからちがうわけです。つまりこ
こで緩和政策をとったわげであります。しかし，とにかく一応網はかけること
ができるということであります。こういうような便法をとりました。
　そして一方におきましては，中小小売商振興法という法偉をつくりまして，
それで小さた小売店のほうが，いま童でのようにのんびりとした形で競争力を
つけないのでは困るわけですから，もっと促進Lて，早くこういう大規模店舗
法などという法律がなくても済むようなところへまで進めるように，競争力を
つけるような方向を考えてもらいたい。こういう形で百貨店法がなくなりまし
たかわりに，大規模店舗法の制定と同時に，申小小売商業振興法という法律で，
　792
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　301
この辺の問題を解決しよケというのがいまの考え方であります。
　そのようなことが，具体的にはどういうことをこれから問題を提起してくる
ということでありますが，大きな店は場合によりますとこの様子では，どうも
ある程度の売場面積の大きな店舗を持つと，一応は届け出をすれぼよろしいと
いうけれども，地元からいろいろともんちゃくが起こるとめんどうであ飢そ
うすると，建物だけはつくったげれども，営業ができないで，何か別のところ
へ貸しビルにするというようなことになるのではかなわない。こういうことを
考えてまいりますと，むしろ，いま申し上げたような規制以下の小さな店舗を
数多くつくって，仕入れぱたくさんすればいいわけですから，そういう小店を
500店舗も2，000店舗もつくって，それで大量に売る販売方式を考えるのも賢
明ではないかということになってまいります。
　こういう考え方が，たとえぱイトーヨーカ堂が，アメリカのセブソエレブソ
と提携した理由だと思います。これは朝の7時から夜の11時までやっているパ
パママストアの近代化ですが，コンビニエソス・ストアといいます。アメリカ
ではこのセブンエレブンが約5，000店のコンビニエンス・ストアを持っている
のですが，そこと提携をいたしまして日本に2，000店舗くらい，これからそう
遠くない将来において出そうとしているようです。そこのストア・マネージャ
ーとか，その他を募集しているのが，けさの新聞に出ていたように私は覚えて
いるわげです。
　これからは，こういうような小型の店をどんどんと出していこうという，こ
れがおそらく，日本のピヅグ・ストアが，何も，イトーヨーカ堂だけではたく
て，ほかの店もやっていくのではないかということです。
　たとえば，同じような例でいいますと，三越がバラエティ・ストアというの
を，高田馬場や青岬こ出しております。また新聞により童すと，東武百貨店が，
やはりバラエティー・ストアを出すのだといっております。こういう点を考え
てまいりますと，日本の場合におきましてもこれらの競争が多角化すると思う
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のです。実はまだ非常に支配的な，流通部門におげる競争というのは，業種間
競争なんです。肉屋は肉屋と競争する，魚屋は魚屋と競争する。アメリカにお
きましては，業態間競争というのが支配的なんです。
　つまり、アメリカには肉屋というのはまずないんで丸魚屋というのも，八
百屋というのも，果物屋というのも，駄菓子星というのもない。では，魚や肉
が売っていないかというと，売っているわけです。それは，スーバー・マーケ
ット，デパート，コンビニエソス・ストア，バラユティー・ストア，ゼネラル
・マーチャンダイジング・ストア（G．M．S），ディスカウンター，こういうと
ころで売っているわけです。
　つまり，こういう業種ではなくて業態の競争というのが出てくるわげです。
おそらくこれから日本においても，新しい方向の競争というものが，流通部門
で出てくると考えなければいけない。そういう幕あげが，この大規模店舗法を
きっかけにして出てくるということを申し上げたいわげです。
　と同時にもう1つ問題になりますことはむしろ店舗を持たないほうがいいと
いうことが出てくるわげです。こういう点から考えてまいりますと，たとえば，
いま申し上げたのは，ノソストア・リティリングになるわげでありますが，シ
アーズ・ノバヅクと提携いたしまして始まりました通信販売，これはまさに店
舗はないわけです。カタログ販売，それからデパートが公民館を借りまして，
順々に巡回しながら・展示販売をして歩く，きまった店舗を持っているわけで
たいわけです。こういう形の販売方法，こういうのもいま急成長しております。
　また，マルチ商法などというのも伸びているようであります。訪問販売とい
うのも伸びております。いままででももちろんありますけれども，どんどん伸
びております。
　これらは，最近役所などでは特殊販売という名において，ものによっては伸
びるのもけっこう，しかしまた，ものによってはいろいろと弊害も出てくるも
のもあるのではたいかというようなことから，これに対していろいろと研究を
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しているわけであります。
　いろんなことを申し上げたわげでありますが，与えられましたテーマのrマ
ーケッティソグの今日的課題」ということで，マーケッティソグを販売と流通
という側面からとらえてみました。
　販売という側面から私が申し上げましたのは，コソシューマリズムというも
のが，販売の考え方に，いろいろと従来以上に考えなければいげない間題を提
起してきているということで，2，3のことを申し上げたわけであります。従
来のような，ミ買い手よ注意せよ，買い手よ危険を待てミというような考え方
から，むしろ，ミ売り手よ注意せよ，売り手よ危険を持て、という考え方へ検
討をかえなければいけない間題が出てきたということを申し上げました。
　流通間題の観点からいきますと，いま申し上げましたような，どうも百貨店
法の改正というような間題が，われわ汕こ投げかげてまいりましたものは，従
来の企業の，特に中小商業者のあり方というようなものに対Lて，もっと真剣
に，前向きに取り組んでもらわなげれぼならないという面が出てきている，と
同時に，実はいま申し上げたような小規模店舗を，どんどんとビッグ・ストア
が出していく，または，特殊販売を展開していくというようなことになってま
いりますと，さっきのコソピニユソス・ストアの例などで申しますならぱ，従
来のようた大きな店というのは，駅の付近などのような，交通の便利なところ
へみな店を出したわけでありますから，その辺の頃店だけが問題であったわけ
です。ところが，これから犬きなお店が，住宅街のところへ小さいお店をたく
さん出していくということが考えられるわげでありますから，これからは，む
しろ申小商業著にとっては，非常に受難の時代になってくる，こう考えたほう
がいいわげです。こういう点にも，もう少し早く目ざめていかなければいけな
いという気がするわげであります。
　企業というのは，かなりいろいろと鋭敏にものを見て進んでいるように，よ
くいわれるわけでありますが，どうもこういった消費老問題というような観点
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から見てみますと，まだ企業のほうは鋭敏でない面があるという点を申し上げ
たわけであります。このような問題提起に対して，明快な回答を与えることが
できないと，いま持たれている企業の不信感というものはなかなかなくならな
いし，また，前向きに伸びるというようなことも，外資との競争力などを考え
てみますとむずかしい。こういうことを申し上げてみたかったわげであります。
　お考えいただく材料になればたいへん幸いです。
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